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第　 部Ⅲ 基本計画
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④ 重点取り組み
　今後10年間の重点的な取り組みを記載しています。

⑤ 住民と行政の役割分担
　施策に関する取り組みを住民と協働で進めていくにあたって、「住民」と「行政」の役割
分担となるポイントを記載しています。

⑥ まちづくり指標
　施策ごとの達成状況を測るための数値目標です。
　詳しくは以下に記載しています。

まちづくり指標の設定について

●まちづくり指標の設定については、個々の施策単位で行っています。

●基本的には平成28（2016）年度の実績値を「基準値」とし、本計画の中間年度である平成34
（2022）年度に「中間値」、最終年度である平成39（2027）年度に「目標値」を設定しています。

●まちづくり指標は、実現すべき成果に係る指標（アウトカム）の設定に可能な限り努めていま
すが、実現すべき成果の把握が困難な場合は行政活動そのものの結果に係る指標（アウト
プット）を設定しています。

●基本構想に掲げた「めざすべき将来像」の実現に向けて、行政だけでなく住民や事業者、
NPOやボランティア団体などが共有していくための指標として活用していくことが期待され
ます。

●将来的に、本計画に掲げる施策や事業を具体的に推進していくため、各施策に関連する個別
計画との連携・調整を図るものとします。
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基本計画の見方
　基本計画については、基本構想で掲げた「今後のまちの方向性 ～施策の大綱～」に準じ
た構成となっています。
　それぞれ「① 施策と主な担当課」の記載とともに、「② 現状と課題」「③ 施策の展開」「④ 
重点取り組み」「⑤ 住民と行政の役割分担」「⑥ まちづくり指標」で構成しています。

① 施策と主な担当課
　施策名と主な担当課を記載しています。

② 現状と課題
　本町を取り巻く現状やこれまでの取り組み状況、今後の課題等、特に踏まえるべき事項
を記載しています。

③ 施策の展開
　施策ごとに、課題解決の手段となる具体的な取り組みを記載しています。

基本計画の構成

2
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3
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6



45 46

第　  章1 子育て
総

論

基
本
構
想

基
本
計
画

資
料
編

◯子どもが心身ともに健やかに育成され、子どもの自立を保障する観点
から、妊娠期から子どもの社会的自立に至るまでの包括的・継続的な
支援を行う体制整備を推進します。

◯子育て家庭の就労形態や保護者の多様なニーズに柔軟に対応できる
よう、保育サービスや児童館活動の充実を図るなど、地域に根ざした
子育て支援サービスの充実を図ります。

◯子どもや保護者への見守りを充実させるとともに、それぞれの不安や
悩みを相談しやすい環境づくりを推進します。

◯乳幼児及び保護者が交流し、相談や情報の共有ができる子育て支援セ
ンターの利用を促進します。
◯教育・保育施設や子育て支援事業・サービス等の情報を提供するとと
もに、関係機関との連携や調整を図る利用者支援窓口を設置し、利用
を推進します。

◯中学校卒業までの子どもにかかる医療費の一部を助成することによ
り、子育て家庭の経済的負担を軽減します。
◯就学後についても、放課後、保護者が家にいない子どもが遊びや集団
生活の中で、さまざまな経験を通して豊かな人間性を育むことができ
るよう、学童保育クラブの充実を図ります。

◯「子どもの貧困」という視点からの子育て支援のあり方・対策の必要性
を確認し、内容の充実を図ります。

② 地域の子ども・子育て支援の充実

◯個人やサークル等の団体が、地域の子育て支援に積極的に関わってい
けるよう、交流の機会や拠点の確保に努めます。

③ 子育て交流の場の確保

親子リトミック教室

子どもの「笑顔」はみんなの元気
　

1 子育て支援を充実する
【主な担当課】健康子ども課、子育て支援センター、幼児園

現状と課題
　近年、核家族化の進展や少子化の進行、共働き家庭やひとり親
家庭の増加など、子ども・子育てを取り巻く環境は大きく変化して
います。また、子育てに対する価値観の多様化や地域住民のつなが
りの希薄化などを背景に、子育てに不安を抱える保護者が増えて
います。その中でも、本町は奈良県に先駆けて、小学校卒業までの
医療費助成に取り組むなど、優れた子育て支援環境の向上を図っ
てきました。
　引き続き、子どもの最善の利益を確保しながら安心して子どもを
産み、育てることができる環境づくりのため、妊娠・出産・子育ての
切れ目のない支援とともに、子育てサービスの質と量の確保が求
められています。
　また、複雑多様化する保護者ニーズにきめ細かく対応していくた
め、行政はもとより、地域ぐるみで子育て支援に取り組み、子どもが
地域への愛着を育むことができるような取り組みが求められてい
ます。
　さらに、優れた子育て環境は若い世代の定住促進にもつながる
という観点から、町内外への情報発信を充実し、子育てファミリー
の移住・定住を促す必要があります。

施策の展開 ◯子どもの健やかな成長を支えるため、妊娠期から子育て期にわた
る切れ目のない支援を行い、母子保健施策と子育て支援施策との
一体的な提供を通じて、妊産婦及び乳幼児の健康の保持及び増
進を図ります。

① 安心して産み育てられる環境の充実 



47 48

第　  章1 子育て
総

論

基
本
構
想

基
本
計
画

資
料
編

子育て支援事業～秋の親子遠足～

子育て支援事業～ふれあいランド～

子育て支援事業～ふれあい広場～

重点取り組み

住民と行政の
役割分担

まちづくり
指標

住民

行政

●子どもの健やかな成長を支えるため、地域ぐるみで子育てを支
援します。

地域で安心して子どもを産み、育てることができるよう、妊娠・出産から
子育て期までの切れ目のない支援体制を構築するとともに、子どもの健
やかな育ちを地域ぐるみで支援できるネットワークづくりを推進します。

●子どもの健やかな成長を支え、子どもの自立が保障されるよ
う、妊娠期から子どもの社会的自立に至るまでの包括的・継続
的な支援を行う体制整備を推進します。

指標名

出生数

乳幼児健診の受診率

乳児全戸訪問実施率

単位

人

%

%

40

95.4

100.0

40

100

100

40

100

100

子育て支援センターに
おける延べ利用者数

人 485 1,000 1,500

基準値 中間値 目標値
（2016） （2022） （2027）

◯定住促進のため、町内外の若い親世代に本町の優れた子育て環境を
積極的にPRし、町のイメージアップを図ります。

⑤ 情報発信の充実

◯子育てを支援する団体やボランティア等との連携を図り、地域におけ
る子育て支援のための人材育成を推進します。

◯子育て支援センターの活動を促進し、子育てグループやサークル活動
を支援するとともに、リーダーの養成に努めます。

④ 子育て支援のための連携と人材育成
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◯多様な保育ニーズに対応できるよう、延長保育や一時預かり等の保育
サービスの充実に努めます。

◯待機児童を出さないようにするため、保育士の確保に努めるとともに、
保育施設等の利用情報提供体制の充実を図ります。

② 保育サービスの充実

◯子どもが安心・安全に生活を送ることができるよう、幼児園の施設及び
設備の適切な維持管理、整備を行います。

③ 教育・保育環境の充実

◯地域で活動する団体や人材との連携を図り、幼児園活動への協力・参
加を促し、多様な交流を創出します。

◯教育機関等との連携を推進し、学生の現場感覚を養うとともに、担い
手の確保に努めます。

④ 地域との連携

金ゴマの栽培

2 就学前教育・保育を充実する
【主な担当課】幼児園、健康子ども課

現状と課題
　本町では、全国に先駆けて幼保一元化を取り入れ、子育て家庭の
ニーズに応じた就学前教育・保育に取り組んできました。また、平成28
（2016）年には幼保連携型認定こども園への移行が完了し、就学前
の子どもに関する教育・保育等の総合的な提供を推進しています。
　引き続き、教育・保育の提供体制の充実・強化を図るとともに、地域
に根ざした運営を進めることで、一人ひとりの子どもが「三宅の子」と
して大切にされ、地域とのつながりを深めていくことが必要です。
　さらに、近年では共働き家庭やひとり親家庭が増加していることか
ら、弾力的な保育サービスへのニーズが高まっています。それぞれの
子育て家庭のニーズに応じたきめ細かなサービス提供を行うととも
に、保護者をはじめ、地域とともに子どもの育ちを支えるしくみづくり
が求められています。 

施策の展開 ◯認定こども園の特徴を活かし、家庭のニーズや保育の必要量に応
じた適切な教育・保育体制の充実・確保に努めます。
◯質の高い教育・保育の提供に向けて、研究保育と園内研修に努め
ます。

◯幼児園から小学校への円滑な接続をめざし、小学校への体験入
学やアプローチカリキュラムを実施するなど、連携強化を推進し、
相談体制を充実します。

◯発達に課題を有する子どもへの支援や被虐待児に対するケアな
ど、個々の子どもが持つニーズを把握し、適切な指導及び必要な
支援の充実に努めます。

◯職員の資質向上を図るとともに、家庭・地域、各関係機関との連携
を強化することで、子どもに関する多様な問題に対応できる体制
を整備します。

① 教育・保育の質の向上
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三宅幼児園・運動会入場行進

正課体育～鉄棒～

 正課体育～プール遊び～

重点取り組み

住民と行政の
役割分担

まちづくり
指標

住民

行政

●園の取り組みに関心を持ち、通園児の見守りなど地域で連携・
協働して、子どもの育ちを支援します。

子育て家庭のニーズを的確に把握し、必要なサービスが必要なと
きに利用できる体制を整備し、本町ならではのきめ細かな就学前
教育・保育の充実を図ります。

●それぞれの子育て家庭のニーズに応じたきめ細かなサービス
を提供し、保護者をはじめ、地域とともに子どもたちの育ちを
支えるしくみづくりを進めます。

指標名 単位

幼児園における
待機児童数

人 0 0 0

幼児園活動及び
行事への協力者数

人 167 180 190

幼児園における
園児数

人 194 200 205

基準値 中間値 目標値
（2016） （2022） （2027）
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○少子化に対応した施設の活用方策を模索するとともに、施設・設備の
整備及び改善、維持管理を行い、教育環境の充実を図ります。

② 教育環境の充実

○家庭・地域と連携し、学校支援体制の充実に努め、地域の教育力の向
上を図ります。

○不登校児童や児童間の問題行動等への対応や良好な学習環境を保つ
ため、子どもと親の相談員の継続的配置、学校と親、地域、行政の連携
強化に努めます。

○放課後等に町公共施設や学校施設の開放を進め、子どもの安心できる
居場所として、また、多様な体験活動ができる場所として地域ぐるみで
子どもを育てる体制づくりを進めます。

③ 地域との連携

住民と行政の
役割分担

まちづくり
指標

●特色ある学校教育を展開し、地域の次代を担う子どもたちの豊
かな人間性を育む教育を推進します。

行政

住民
●地域ぐるみで児童の成長を見守るとともに、児童の学ぶ習慣・
意欲を育む環境づくりに努めます。

指標名 単位 基準値 中間値 目標値
（2016） （2022） （2027）

（「全国学力・学習状況調査」における設問項目）

重点取り組み
外国語教育の推進、幼児園・小中学校の連携強化や特別支援教育
の充実に努めます。

％ 92.7 95 97

％ 81.8 85 90

自分に良いところがあると
思う児童の割合 ％ 67.2 70 75

学校に行くことが楽しいと
思う児童の割合

地域や社会で起こっている
問題や出来事に関心がある

児童の割合

3 特色ある学校教育を展開する
【主な担当課】 教育総務課、健康子ども課、社会教育課

現状と課題
　少子高齢化や高度情報化、国際化の進展など、社会が著しく変化し
ている中で、次代を担う子どもが生きる力を育むため、確かな学力と
体力の向上、規範意識や向上心の育成、人権意識、コミュニケーショ
ン能力、忍耐力の醸成、健やかな身体の育成などが求められています。
　本町では、基本的な知識や技能を確実に習得し、自ら学び、自ら考
える力を育むとともに、豊かな心と健やかな体を育む学校教育を推進
しています。児童数が減少している中で、少人数による充実した教育
を展開しつつ、国際化等に対応しながら、きめ細かな取り組みを進め
ています。また、地域に開かれた学校づくりを推進するため、学校評議
員を置くことにより、学校・家庭・地域が一体となって子どもの健やか
な成長を支えています。さらに、子どもと親の相談員の配置による子ど
もの心のケアや、特別支援教育支援員の計画的な配置に取り組んで
います。
　未来を担う子どもたちの「生きる力」を育み、それぞれの個性を伸ば
すとともに、家庭・地域との連携を一層推進することにより、ふるさと
を愛し、夢を抱くことができる教育が求められています。

施策の展開 ○学校教育の充実を図り、確かな学力や豊かな人間性など、子どもの
「生きる力」を育みます。
○全国学力・学習状況調査等の結果を踏まえ、結果を活用した指導の
改善により、一人ひとりに応じた学習指導に努めます。

○現代社会において必要とされている外国語教育を推進し、国際化
に対応する能力を育みます。

○人権に関する理解を深めつつ、豊かな人権感覚を育み、自分を大切
にするとともに他の人を大切にする人権教育の充実を図ります。

○幼児園・小中学校の連携強化を推進し、円滑な接続を図るととも
に、確かな学力や心身ともに健やかな子どもを育みます。

○特別な支援を必要とする児童の受け入れ機会の増加に対応するた
め、特別支援教育支援員等の配置に努めます。

① 学力・生きる力の育成



55 56

第　  章1 子育て
総

論

基
本
構
想

基
本
計
画

資
料
編

重点取り組み

○登下校時の児童・生徒の安全を見守るボランティア活動や青色回転灯
車を使用してのパトロールの継続強化に努めます。

○子どもとその保護者の抱える悩み等に的確に対応できるよう、相談員の
充実を図るとともに、保護者への啓発に努めます。

○青少年がさまざまな悩みや苦しみを相談できる窓口等について、情報提
供の充実に努めます。

④ 見守りと相談支援体制の充実

住民と行政の
役割分担

まちづくり
指標

住民

行政

●家庭・学校・地域が連携して、青少年の健全育成に取り組み、地
域への愛着を育みます。

●地域資源を活かした子どもの居場所づくりを進めるとともに、
各関係機関の連携を強化し、地域社会の青少年育成能力を向
上します。

子ども会活動
参加率

% 28.8 35 42

指標名 単位

青少年健全育成協議会
研修会参加者数

人 30 30 30

基準値 中間値 目標値
（2016） （2022） （2027）

重点取り組み
多様化する課題等に対して、柔軟かつ迅速に対応できる体制づくり
を進めます。

4 青少年の健全育成を推進する
【主な担当課】 社会教育課、健康子ども課

現状と課題
　核家族化、価値観や生活スタイルの多様化やスマートフォン、SNS※

の普及など情報化社会が進展する中、青少年を取り巻く環境はめまぐ
るしく変化しています。いじめや不登校、引きこもり、インターネットで
のトラブルなどは全国的な課題として深刻かつ多様化し、子どもの安
全で安心な成長に対する懸念が高まっています。そのため、家庭や学
校、地域において、子どもたちが安心して過ごすことができ、人間関係
づくりができる場所を創出するとともに、青少年の社会的自立が促進
されるよう地域団体、関係団体等との連携・協力のネットワークづくり
を進める必要があります。

施策の展開 ○多様化する課題に柔軟かつ迅速に対応できる体制づくりのため、青
少年健全育成協議会の一層の充実、活用を図るとともに、家庭、学
校、地域、行政等が一体となったネットワークづくりを進めます。

① 関係機関の連携強化

○多様な交流・体験活動を通じて、次代を担う子どもたちの豊かな人
間性を育む取り組みを推進します。

② 青少年活動の推進

○関係機関・団体やPTA等の地域住民との連携のもと、あらゆる機会
を活用して有害図書の排除活動やネットリテラシーの向上及び薬
物乱用防止啓発活動などを推進します。

③ 青少年を取り巻く社会環境整備の推進
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○企業立地セミナー等により誘致活動を行い、企業立地優遇制度等のPR
を行います。

○誘致企業への助成制度を充実させるとともに、交通アクセスや上下水道
管整備などの恵まれた立地環境のPRを行います。

② 企業へのPRの推進

○企業誘致により雇用機会を拡大し、安定した雇用の場を創出します。ま
た、地域産業との連携強化を図り、産業振興を図ります。

③ 雇用機会の創出

住民と行政の
役割分担

まちづくり
指標

住民

●企業立地に関心を持ち、地域のまちづくりに協力します。

行政

●企業誘致PR活動を推進します。

指標名 単位 基準値 中間値 目標値
（2016） （2022） （2027）

企業誘致数 社 0 4 6

重点取り組み
良好な立地環境及び企業立地優遇制度をPRし企業誘致に取り組
み、雇用機会の拡大により安定した雇用の場を創出します。
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あったらいいなを「カタチ」にする

1 企業誘致を実現する
【主な担当課】土木まちづくり課、産業管理課、上下水道課

現状と課題
　平成27（2015）年３月に京奈和自動車道三宅I.Cが開通したこと
により、交通アクセスが飛躍的に向上しました。これを機に、三宅I.C
周辺及び都市計画道路大和郡山川西三宅線沿道の市街化調整区
域を市街化区域に編入するなど、立地環境を整備し、商工業施設の
誘致を行うことで経済の活性化、雇用の場を確保することを目的と
した「工業ゾーン創出プロジェクト」を、奈良県と連携して進めてい
ます。あわせて、関連施設の整備コスト縮減のため、効率的な取り組
みを進めるとともに、農用地除外や農地転用等の課題解決を行う必
要があります。
　今後、本町ならではの都市アクセスに恵まれた産業用地を確保
し、企業誘致により雇用機会を拡大し、本町の活力、にぎわいを創出
していく必要があります。 

施策の展開 ○奈良県と連携し、計画的に産業用地を確保するため、デベロッ
パーの誘致を進めます。

○周辺道路の改良・維持管理（橋梁点検・修繕）に努めるとともに、効
果的な交通網及び計画的な上下水道網の整備を進めます。

○近鉄石見駅周辺地区のまちづくりで、商業等生活利便施設及び医
療や福祉機能の導入・誘致を進めます。

○市街化調整区域を市街化区域に見直し、企業立地が円滑に進む
よう調整を図ります。

① 産業用地の創出
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住民と行政の
役割分担

重点取り組み
地場産業の活性化を推進し、雇用の創出・新たな地域産業の創出
を図るため、関係団体と連携・支援を行い、ふるさと納税制度も活
用して産業振興を図ります。

まちづくり
指標

指標名 単位

三宅町内の
事業者数

社 239 245 250

基準値 中間値 目標値
（2016） （2022） （2027）

ふるさと納税の額 千円 16,916 38,000 48,000

住民
●産業団体や町が行う産業の振興に関する施策・事業に協力し
ます。

●地元特産品等のPRを目的とした企業協力者に対する支援を図
ります。

行政

ふるさと納税の返礼品（一例）
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2 商工業の振興を図る
【主な担当課】産業管理課、財政課

現状と課題
　三宅I.Cの供用開始や都市計画道路大和郡山川西三宅線の延伸
などの交通インフラの充実により、京阪神及び中京方面とのアクセ
スが向上しています。一方で、消費力の低下による地域経済の疲弊、
景気低迷による地場産業の競争力の低下が課題となっています。そ
のため、産業活動を活性化し、商工業従事者の意欲を高めるととも
に、担い手の確保・育成を進める必要があります。さらに、地場産業
の競争力強化や新たな事業の立ち上げ支援など、雇用創出に向けた
取り組みが求められています。

施策の展開
① 地場産業の活性化

② 各団体との連携強化

○地域性のある独自の商品開発に向けた取り組みを支援するととも
に、本町の各分野との連携・協働を促し、三宅ブランドの全国的な
発信に取り組みます。

○町内企業の技術力・競争力・販売力の強化、人材・後継者育成、経
営の高度化などを支援することにより、地場産業の活性化を図り
ます。

○町内産業の担い手確保のための取り組みを支援します。

○商工会等との連携を図り、本町の地場産業である野球用グロー
ブ・スパイクなどを全国にPRできるイベントに参加するなど、本町
の商工業品の積極的なPRを進めます。

○各種関係団体との連携を強化し、商工業者のニーズの把握と支援
を行い、販路開拓などに取り組みます。

○起業・創業に向けたセミナーを開催するとともに、空き家等、本町
の資源を活用した起業・創業を支援します。

③ 起業の促進
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重点取り組み
担い手の確保・育成・支援に努め、農地の集約化による効率的な農
業経営を推進するとともに、農産物の高付加価値化を図ります。

まちづくり
指標

住民と行政の
役割分担

指標名 単位 基準値 中間値 目標値
（2016） （2022） （2027）

加工品開発数 品目 0 1 2

新規就農者数 人 1 2 3

住民

●地域の農業に関心を持ち、理解を一層深めます。

行政

●本町ならではの農業を展開し、高付加価値化に努めます。

特産物としての金ゴマの栽培
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3 農業の振興を図る
【主な担当課】産業管理課

現状と課題
　全国的な高齢化や後継者不足による第１次産業の衰退とともに、
農業従事者の意欲が低下しています。本町の第１次産業就業者は平
成７（1995）年から減少が続いており、ほとんどが小規模の兼業農家
となっています。
　また、耕作放棄地※が拡大しているため、農地の集約化等に取り組
むとともに、農地の多面的機能を発揮させる必要があります。
　さらに、担い手の確保と農産物の高付加価値化を両輪で取り組
み、若い世代の移住・定住につながる観点から農業振興を図り、本町
ならではの稼げる農業を創出することが求められています。

施策の展開 ○特産物振興に関するセミナーを開催するなど、農業従事者の意欲
を高めるとともに、新規就農者の確保に取り組みます。また、農業
に触れる機会を増やすことで、若い世代の担い手確保・育成を図
ります。
○農業指導員との連携を図り、農業従事者の育成を進めます。

① 担い手の確保・育成・支援

○三宅ブランドの特産品開発を支援することにより、農産物の高付
加価値化を推進します。また、地域との連携を進め加工品開発と
併せ６次産業化を推奨し、本町農産物の競争力強化を図ります。

② 農産物の高付加価値化

○農地の集約化及び保全を推進し、耕作放棄地の解消及び景観の
維持を進めるとともに、安定した生産環境を創出し、農地の多面
的機能の発揮につなげます。

③ 生産環境の整備
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○各種健診（検診）の受診勧奨や保健指導など、住民自らの健康づくり意
識の高揚を促進します。

○磯城郡内の医療機関と専門医の属する医療機関との連携を図り、重症
化予防の取り組みを進めます。

③ 疾病予防及び重症化予防

○医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、人生の最期まで住み
慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、在宅医療と
介護を一体的に提供するため、医療機関と介護事業所等の関係者の連
携を推進します。

④ 医療と介護の連携の推進

重点取り組み
磯城郡の中核病院である国保中央病院、近隣市町村の医師会や医
療機関との連携体制の構築を図り、重症化予防の取り組みや地域
における医療体制の充実に努めます。

まちづくり
指標

住民と行政の
役割分担

指標名 単位 基準値 中間値 目標値
（2016） （2022） （2027）

特定健診の受診率 ％ 46.8 53 60

％ 18.3 25 45

％ 13.2 20 25

特定保健指導実施率

胃がん検診受診率

住民

行政

●自分や家族の疾病予防に関心を持ち、健診（検診）を受けるとと
もに、早期の治療、適正受診に努めます。

●磯城郡の中核病院である国保中央病院、近隣市町村の医師会
や医療機関との連携体制の構築を図り、地域における医療体
制の充実に努めます。
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みんないきいき「支え合う」まち

1 保健・医療を充実する
【主な担当課】住民保険課、健康子ども課、長寿介護課

現状と課題
　現在、町保健医療行政については、国保中央病院や近隣市町村の
医師会の協力により推進しています。
　今後、磯城郡の中核病院である国保中央病院、近隣市町村の医師
会との連携を強化することにより、町保健医療行政の向上を図るこ
とが課題となっています。
　そのため、保健福祉サービスの拠点であるあざさ苑を核として、保
健・医療・福祉の関連機関との連携を一層強化し、住民が日々の暮ら
しを安心して送ることができる環境づくりが求められています。

施策の展開 ○磯城郡の中核病院である国保中央病院、近隣市町村の医師会や
医療機関との連携体制の構築を図り、地域における医療体制の充
実に努めます。

① 医療提供体制の充実

○医療圏域を踏まえ、近隣市町村との広域による連携体制の強化を
行い、休日や夜間の救急医療体制の確保を図ります。

○地震や風水害等の大規模災害時における救急・救命対策について
は、磯城郡の中核病院である国保中央病院との連携体制の構築
を図り、また近隣市町村の医師会や医療機関と迅速かつ的確な
連携を進めます。

② 救急医療体制の確保
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○地域における健康づくりを促進するため、健康や食に関わるボランティ
アの確保・育成を図ります。

○住民が身近な場所で健康づくりに取り組めるよう、運動や食に関する
取り組みを展開します。

④ 地域ぐるみの健康づくり活動の推進

○高齢者が自らの身体的な課題に向き合い、健康で生きがいのある生活
を継続できるよう、講座を開催するなどの取り組みを行います。

⑤ 高齢者の健康づくり活動の推進

まちづくり
指標

住民と行政の
役割分担

重点取り組み 住民の健康寿命が延伸するよう、健康増進及び食育の推進に計画
的に取り組みます。

指標名 単位 基準値 中間値 目標値
（2016） （2022） （2027）

健康教室等参加人数 人 166 240 280

●健康寿命の延伸を目標とした取り組みを展開するとともに、地
域自主活動組織の支援を行います。

行政

住民
●住民一人ひとりが自ら健康づくり等に自主的に取り組むととも
に、地域において健康づくり活動を広めます。

健康寿命
（男女別）

歳

特定健診結果
判定中の要治療者率

％ 42.9 40 37.9

朝食を毎朝食べる
児童・生徒の割合

％ 92.5 95 100

男 83.1
女 85.6

男 83.3
女 86.1

男 83.7
女 86.6
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2 健康づくりを推進する
【主な担当課】住民保険課、長寿介護課、健康子ども課

現状と課題
　本町では、保健・医療・福祉の各関係機関と連携を図りつつ、乳幼
児から高齢者までの一貫した健康長寿社会づくりに取り組んでいま
す。住民が生涯を健康で過ごせるよう「自分の健康は自分で守る」意
識を高めるとともに、健康に関する正しい知識を身につける必要が
あります。あざさ苑を拠点としながら心身の健康づくりを推進し、す
べての住民の健康寿命が延伸されるよう、取り組みを推進すること
が求められます。

施策の展開 ○すべての年代に対応した健康づくりを推進するため、保健・医療・
福祉体制の連携を強化します。

○健康教室や講演会・健康相談を効果的に実施し、住民の健康意識
の向上を図ります。

○働く世代をターゲットとした健康づくりプログラムの策定を進め、
運動の促進を図ります。

○健康増進計画に基づいた取り組みを推進します。

① 健康的な生活習慣の普及

○家庭と学校・園等が連携し、幼少期から望ましい食習慣を中心と
した生活習慣の確立を図ります。
○家庭での「共食」をはじめ、学校や園での給食を通じ、食を通じた
コミュニケーションの促進を図ります。

○食育の重要性について周知・啓発を進めます。

③ 食育の推進

○がん検診や特定健診の受診率向上を推進します。
○治療を必要とする人に対し、早期に治療に取り組めるよう支援を
行います。

② 生活習慣病の早期発見・早期治療体制の構築
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○生活に困窮する人が自立して暮らせるよう、各種制度に基づく必要な
支援を行うとともに、制度の適正な運用を図ります。

④ 適切な生活支援と自立の促進

重点取り組み 民生委員・児童委員やボランティアとの連携・協働を強化し、地域
福祉活動を推進します。

まちづくり
指標

指標名 単位 基準値 中間値 目標値
（2016） （2022） （2027）

ボランティア
登録者数

人 281 285 285

住民と行政の
役割分担

●住民が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、支え合い、助
け合う意識を育みます。

行政

住民
●周囲の困りごとに耳を傾け、進んで助け合います。また、ボラン
ティア活動に積極的に参加します。

駅前での共同募金活動
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3 地域福祉を充実する
【主な担当課】長寿介護課、健康子ども課

現状と課題
　 少子高齢化や核家族化の進行によるひとり暮らし世帯の増加な
ど、家族形態の多様化により、生活に不安を抱いたり、援助を求める
人が増えています。そのような中で、だれもが住み慣れた地域で安心
して暮らせるよう、地域全体で見守り、支え合うしくみづくりが求め
られています。そのため、福祉に関する意識の向上、地域福祉の担い
手確保が必要となっています。社会福祉協議会を中心に、関係機関、
地域団体などが相互に連携を図りながら地域福祉活動を推進でき
る体制を強化する必要があります。

施策の展開 ○学校教育や地域教育など、さまざまな機会を捉えて、住民相互の
支え合い、助け合いの意識を育みます。

○年齢、性別、障がい、文化等の違いに関わらず、だれもが手軽に情
報を得られるよう情報発信力を強化します。

① 情報発信・住民意識の向上

○社会福祉協議会や地域包括支援センターをはじめ、住民・団体・
事業者・関係機関などとの連携を強化し、援助を必要とする人を
支え合うネットワークの充実を図ります。

③ 地域におけるネットワークづくり

○福祉の担い手である民生委員・児童委員※の活動を支援するとと
もに、福祉分野や災害時等におけるボランティアの確保・育成に
取り組みます。

○福祉ボランティアに興味を持つ人が気軽に参加できるきっかけづ
くりを進めるとともに、団体・NPO活動や人材の支援を行います。

② 担い手の確保・育成・支援
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○介護保険事業の基盤整備に取り組むとともに、適正な給付の実施・運
営ができるよう三宅町介護給付適正化計画に基づいて適正化に取り
組みます。

○高齢者が生きがいを持って活躍できるよう、就労や地域活動、生涯学習
等へ参加する機会の提供や情報提供を関係機関と連携しながら行い
ます。

③ 高齢者の社会参加、生きがいづくりの促進

○高齢者が安心して地域で暮らすことができるよう、在宅福祉事業等の
充実を図ります。また、独居高齢者等の見守り体制の充実を図ります。

④ 高齢者支援体制の充実

重点取り組み

高齢者の介護予防に積極的に取り組みつつ、地域での見守りを行
うなど、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、まちづ
くりを進めます。また、医療・介護・福祉などの多職種連携強化を図
り、高齢者の支援体制の充実に努めます。

住民と行政の
役割分担

●地域包括ケアシステムの充実に向けた在宅医療と介護サービ
スの連携を推進するとともに、地域活動への支援を行います。

行政

住民
●健康づくり、介護予防への積極的な取り組みを行うとともに、
地域全体での見守り、支え合い活動を推進します。

まちづくり
指標

指標名 単位 基準値 中間値 目標値
（2016） （2022） （2027）

地域自主活動の組織数
（介護予防目的）

見守りあんしん協定
締結事業所数

箇所 33 34 35

団体 5 10 12
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4 高齢者福祉を充実する
【主な担当課】長寿介護課

現状と課題
　本町の高齢化は国や県と比較しても進んでおり、住民の３人に１
人が65歳以上の高齢者という状況です。また、高齢者のひとり暮らし
や高齢者のみの世帯、認知症等による介護が必要な高齢者が増えて
います。このような中、団塊の世代が75歳以上となる平成37(2025)
年には高齢者人口のさらなる増加が見込まれ、介護、医療、予防、住
まい、生活支援・福祉サービスを一体的に提供する地域包括ケアシ
ステム※の充実が求められています。
　本町では、老人クラブを中心とした地域活動による生きがいづく
り、ひとり暮らし高齢者等の見守り活動、介護保険サービスの提供
による介護家族の身体的・精神的・経済的負担の軽減等を図ってい
ます。地域全体で高齢者を見守る体制を構築するとともに、地域の
実情に即した介護予防や高齢者福祉の推進が重要です。

施策の展開 ○健康に対する住民意識の向上と介護予防の普及啓発に取り組
み、介護予防の推進を図ります。

○地域包括支援センターを拠点とし、在宅生活が困難な高齢者や、
介護や支援を必要とする高齢者が、安心して住み慣れた地域での
生活を継続できるよう、地域の実情に応じたサービスの整備、支
援を行います。

○認知症高齢者の増加を見据え、相談窓口の充実、関係機関と連携
した早期発見・予防・重度化防止に向けた取り組みなど、認知症
対策を推進します。

○在宅療養生活を支えるため、在宅医療と介護サービスの連携を推
進し、一体的な提供を図ります。

① 地域包括ケアシステムの充実

○高齢化の進展に伴い、居宅サービス、地域密着型サービス等の整
備・充実に努め、サービスの質の確保・向上に取り組みます。

② 介護保険制度の円滑な運用
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まちづくり
指標

指標名 単位 基準値 中間値 目標値
（2016） （2022） （2027）

障がいのある人の
一般就労への移行数

人 1 2 4

○すべての年代を通じた福祉教育を推進し、障がいや障がいのある人に対
する理解の浸透を図ります。

○障がいのある人もない人も地域でともに暮らすことができるよう、社会福
祉協議会やボランティア団体・障害者団体等の充実を図ります。

○障がいのある人が地域で安心して暮らすことができるよう「住みよい福祉
のまちづくり」を推進します。

○障がいのある子どもが早期に必要な療育※、幼児教育、保育が受けられ
るよう各関係機関との連携を図ります。

○障がいのある子どもや発達に課題を持つ子ども一人ひとりが、状況に
応じた支援を受けられるよう専門職を配置し、保育・教育・療育の質の
向上を図ります。

④ 保育・教育・療育体制の充実

○公共施設のバリアフリー※化を進めるとともに、公共機関における窓口
業務や各種手続き等において、合理的配慮の提供義務が履行されるよ
う、職員研修や対応指針の作成に努めます。

⑤ 社会的障壁の除去と合理的配慮の提供

住民と行政の
役割分担

重点取り組み 障がいのある人が自立して暮らせるように支援するとともに、住み
慣れた地域で生きがいを持って生活できる体制を構築します。

●障がいのある人が住み慣れた地域で安心して暮らせるしくみ
の構築を進めます。

行政

住民
●障がいのある人もない人も、地域での交流を進め、支え合うま
ちづくりを進めます。

共同生活介護利用者数 人 11 13 15
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5 障害者福祉を充実する
【主な担当課】健康子ども課、幼児園

現状と課題
　国においては「障害者総合支援法」をはじめとする関連法が施行
されるとともに、国連の「障害者の権利に関する条約」の批准に伴
い、障がいのある人の権利を保護し、教育や就労、生活等のあらゆる
面において、不自由さを感じることのない環境づくりを進めることが
求められています。このような中、障がいのある人が住み慣れた地域
で自分らしく暮らせるよう、相談や就労、地域生活の支援を充実させ
るとともに、地域住民への意識啓発を進めることが求められます。

○障がいや障がいのある人への理解を広めるため、あらゆる機会を
活用し、広報・啓発活動を推進します。

③ ともに支え合う地域づくり

施策の展開 ○障がいのある人や家族が適切なサービスを利用できるよう、わか
りやすい情報提供に努めるとともに、気軽に相談できる体制を整
備します。

○障がいのある人がいつでもサービスを利用できるよう障害福祉
サービス等の基盤整備・充実を図ります。

○障がいのある人の就労を支援するため、各種機関と連携を図りな
がら、就労のための訓練や就労の機会を確保します。

○生活の質の向上のため、スポーツ・レクリエーション、文化活動の
推進を図ります。

① 地域での自立生活支援の充実

○それぞれのライフステージに応じた疾病予防や早期発見のため
の対策を進め、各種保健事業を充実させるとともに、生活の質の
向上をめざした支援体制づくりを進めます。

○適切な治療やリハビリテーション等が受けられるよう、医療体制
の整備を図ります。

② 健やかで安心して暮らせる保健・医療体制の充実
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○中央公民館や文化ホールなど、生涯学習の拠点としての整備を図るとと
もに、適切な維持・管理に努めます。

⑤ 生涯学習施設の整備

○高齢になっても学ぶ意欲・体験・交流を啓発するため、高齢者対象講座の
開催や高齢者施設での活動の促進に努めます。

⑥ 高齢者の生涯学習の推進

重点取り組み
だれでも学べる、学びたいときに学べる生涯学習環境の充実を図る
とともに、学んだことを地域に還元できる生涯学習体制の構築に努
めます。

まちづくり
指標

指標名 単位 基準値 中間値 目標値
（2016） （2022） （2027）

生涯学習講座の参加率 ％ 55.1 60 65

住民と行政の
役割分担

●各種講座の充実・情報発信に取り組み、住民が生涯学べるまち
づくりを進めます。

行政

住民
●各種講座に積極的に参加し、興味のある分野の教室の開催を
提案するなど、自主的な活動を進めます。

町内生涯学習施設の
稼働率

％ 33.4 40 55

図書室の貸し出し冊数 冊 861 1,000 1,200

高齢者の生きがいと
健康づくり事業

高齢者教室受講人数
人 130 140 150
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みんなの「学びたい」をかなえる

1 生涯学習を充実する
【主な担当課】社会教育課、長寿介護課

現状と課題
　社会経済状況の変化や個人の価値観の多様化に伴い、生涯学習
の機会や内容等も変化しています。本町では、住民一人ひとりが社
会の変化に柔軟に対応し、積極的に生きがいを求め豊かな人生を送
れるよう、あらゆる年齢層に応じた学習内容や学習機会の提供を進
めています。このような中で、学習メニューの充実、広報のあり方に
ついて検討するとともに、学んだことを地域に還元できるしくみづく
りを進める必要があります。

施策の展開 ○生涯学習に取り組む機運を醸成するため、広報誌やホームページ
等を活用し、情報提供に努めます。

① 生涯学習の啓発・情報提供

○住民の多様なニーズに対応するため、だれでも参加できる生涯学
習の講座開設やサークル活動を促進します。

② 特色ある講座の開催

○官学連携を推進し、専門的な見地による活動の深化を図ります。

③ 官学連携による生涯学習の推進

○生涯学習で得た知識や技術を地域に還元できるよう、活動体制の
整備に努めます。

④ 団体の育成・支援

  地域教育
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重点取り組み
住民それぞれのニーズに応じたスポーツ活動が展開できるよう、だ
れもがいつでもスポーツに取り組める環境の充実と情報発信に努
めます。

住民と行政の
役割分担

●幅広いスポーツ活動の振興とともに、スポーツに関する情報発
信に取り組みます。

行政

住民

●日常的にスポーツに親しみ、周囲の人とともに取り組みます。

まちづくり
指標

指標名 単位 基準値 中間値 目標値
（2016） （2022） （2027）

スポーツイベントの
参加者数

人 475 650 700

町内体育施設の
利用者数

人 34,965 35,500 37,000

町内スポーツ団体
における

クラブ数・会員数

クラブ
・
人

16
・
434

17
・
450

17
・
500

三宅町マラソン大会
○体育館及び中央公園・健民運動場の適切な維持・管理に努め、住民
が積極的にスポーツを楽しめる環境整備に努めます。

④ スポーツ施設の有効活用
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2 生涯スポーツを充実する
【主な担当課】社会教育課、産業管理課

現状と課題
　平成32（2020）年の東京オリンピック・パラリンピックの開催が決
定し、全国的なスポーツへの注目度は高まっています。その中で、す
べての住民が、いつでも・どこでも・だれでもスポーツを気軽に楽し
むことができるよう、生涯スポーツの充実が求められています。
　本町では、子どもから高齢者まで楽しめるニュースポーツの取り
組みを進めるなど、地域への愛着を深めるために生涯スポーツ事業
を推進し、世代間交流を促すとともに、各種スポーツ教室やスポーツ
大会を行っています。より多くの住民が参加できるよう、スポーツ活
動を推進していく必要があります。

施策の展開 ○本町のスポーツ活動の情報を積極的に発信します。
○健康寿命の延伸、生活習慣病を予防する観点から、運動の普及促
進に努めます。

① 多様なスポーツ活動の普及推進

○住民がスポーツを気軽に親しめるよう「三宅町体育協会」などの
町内スポーツ団体の活動を推進します。

○住民の多様なニーズに対応するため、生涯スポーツ教室や大会を
開催するとともに、幅広い世代の交流を促進します。

○スポーツの技術向上や地域スポーツ活動の振興を図るため、さま
ざまな情報交換を行う拠点づくりを進めます。

② スポーツ・レクリエーション活動の充実

○スポーツ団体を育成するとともに、活動を通じた指導者の発掘・育
成に努めます。

③ 団体・指導者の育成

  地域教育
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重点取り組み
本町の歴史に関する体験的な学習・活動等を通し、郷土に対する住
民の理解を深めていきます。

住民と行政の
役割分担

●歴史・文化の発信力を強化するとともに、次代への継承・活用に
努めます。

行政

住民

●町の歴史・文化に興味・関心を持ち、積極的に情報発信します。

まちづくり
指標

指標名 単位 基準値 中間値 目標値
（2016） （2022） （2027）

三宅古墳群
調査完了古墳数

基 1 2 3

「太子道の集い」
参加者数

人 300 350 400

太子道の集い
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3 歴史・文化を保全・継承する
【主な担当課】社会教育課、政策推進課

現状と課題
　社会の成熟化に伴い、住民のライフスタイルや価値観が多様化し
ており、暮らしに潤いや心の豊かさを求める人が増えています。その
中で、地域の歴史や文化に対するニーズはますます高まっています。
本町には、聖徳太子ゆかりの地である太子道や、忍性菩薩生誕の地
など、豊富な文化財に恵まれています。
　これまでの本町の文化財に対する基礎資料は不足していました
が、近年、埋蔵文化財の調査を開始するなど、本格的な活用に向け
た取り組みを進めています。その中でも、三宅古墳群は５世紀後半か
ら６世紀初頭に築造された前方後円墳が多くみられ、当時の王権と
の関わりが深いことから注目を集めています。また、この動きと同じ
くして、歴史観光者数は年々増加していることから、本町の歴史・文
化に対する注目度は高いものであるといえます。本町の個性的な歴
史・文化を適切に保全・活用し、次世代に継承するとともに、その魅
力を全国的にPRしていく必要があります。

施策の展開 ○三宅古墳群をはじめとして、町内の文化財の調査・研究を積極的
に進め、活用していくためのデータ収集を行うとともに、適切な保
全に努めます。さらに、速報的な成果を随時公表することにより、
本町の文化財を広くPRし、「三宅」の個性を知ってもらう活動を進
めていきます。

○歴史・文化活動の活性化を図るため、地域の人材を発掘・活用し
た文化活動を展開します。

① 歴史・文化の保全・管理

○本町の各地域における歴史・文化情報を随時更新するとともに、
太子道や三宅古墳群を活用したイベントなどにより、町内外に向
けた積極的なPRに努めます。さらに、本町の個性的な歴史・文化
財の効果的な活用に取り組みます。

○本町の歴史・文化遺産をPRするため、案内板や道標の設置・改修
を行います。

② 歴史・文化の活用・継承

  地域教育
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重点取り組み
各種団体との緊密な連携のもと、さまざまな機会や場を通じた研
修・啓発活動を推進し、人権尊重意識の普及・高揚に努めます。

住民と行政の
役割分担

●人権教育・啓発体制及び情報発信を充実し、人権相談に取り組
むことで、お互いの人権を尊重し合えるまちをめざします。

行政

住民
●人権に関する情報に興味・関心を持ち、お互いの人権を尊重する
意識を育みます。

まちづくり
指標

指標名 単位 基準値 中間値 目標値
（2016） （2022） （2027）

人権に関する
職員研修の開催回数

回 ０ 3 3

人権関連イベント・
研修会等への
住民参加者数

人 437 550 650

人権を確かめあう・町民の集い
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4 人権意識を向上する
【主な担当課】総務課、社会教育課

現状と課題
　一人ひとりの住民が、かけがえのない個人として尊重され、自立し
た個人として暮らすことができる社会の構築が求められています。性
別・年齢・障がいの有無・同和問題等に加えて、インターネットによる
人権侵害など、新たな問題への対応とともに、町内各種団体をはじ
めとする団体との連携強化を図り、人権を尊重し合えるまちづくり
を推進する必要があります。

施策の展開 ○関係機関・団体や地域との連携を一層強化するとともに、自発的
な活動を推進するしくみづくりに努めます。

○人権に関する啓発活動や研修の実施により、住民意識の高揚を図
ります。
○各種団体への支援や人権教育地区別懇談会等の開催、参加促進
を通じて、人権の観点から住みよいまちづくりをめざします。

○町行政のあらゆる分野において、人権尊重の視点に立った対応が
できるよう、職員意識の向上に努めます。

○人権尊重のまちづくりをめざす社会的雰囲気づくりと世論の高揚
に努めます。

① 人権教育・啓発体制の充実

○住民の人権尊重意識の高揚のため、あらゆる機会を捉えた情報発
信に努めます。

② 情報発信の充実

○各種団体と連携を図り、さまざまな人権相談ができる体制の充実
をめざすとともに、その周知に努めます。

③ 人権相談の実施

  地域教育
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重点取り組み
すべての人が性別に関わりなく、その個性と能力を十分に発揮でき
る男女共同参画社会の実現に向けて取り組みます。

住民と行政の
役割分担

●男女共同参画の意識を町全体に浸透させるとともに、女性が活
躍できる社会をめざします。

行政

住民
●男女共同参画社会についての理解を深め、日常生活での実践に
努めます。

まちづくり
指標

指標名 単位 基準値 中間値 目標値
（2016） （2022） （2027）

町職員の管理職に
占める女性の割合

％ 22.2 30 35

審議会や
委員会等における
女性委員の比率

％ 22.7 25 30
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5 男女共同参画社会を実現する
【主な担当課】総務課、健康子ども課

現状と課題
　さまざまな分野における女性の社会参加が進み、家庭、職場、地域
社会等での男女共同参画の意識は浸透しつつあります。その中で、
住民意識のさらなる向上に取り組むとともに、女性が活躍できる社
会づくりとして、自らの意思によって職業生活を営み、または営もう
とする女性が活躍できるよう、職業生活と家庭生活が両立できる環
境の整備が求められています。すべての人が性別に関わりなく、その
個性と能力を十分に発揮できる男女共同参画社会の実現に向けた
取り組みが求められます。

施策の展開 ○家庭や地域、職場等、あらゆる場面における男女共同参画意識の
浸透を促すため、継続的な広報・啓発を行います。

① 情報発信・啓発活動の推進

○行政問題に対する審議や協議等、政策決定への女性の参加機会
を増やします。

○男女雇用機会均等法や女性活躍推進法に基づき、女性の登用を
進めるとともに、仕事と生活の調和を図れる就労環境の整備に取
り組みます。

② 社会参加の拡大

○関係機関の連携強化に取り組むとともに、DVに関する相談体制
の充実を図ります。

③ DVに関する相談体制の充実
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○消防関連設備の計画的な維持・管理を行い、消防団の機能強化に取り組
みます。また、後継者の確保に向けた取り組みを進めます。

○広域消防との連携を推進し、消防技術の高度化と多様化をめざします。

③ 消防力の強化

○地震、風水害等の災害をはじめ、あらゆる危機事象に迅速かつ的確に対
応できるよう、危機管理体制の強化に努めます。

④ 危機対応力の強化

○大規模災害時における行政機能を確保するため、適切な管理体制のも
と、計画的な庁舎耐震改修工事を行います。

⑤ 災害時における行政機能の確保

重点取り組み
住民のだれもが安心・安全に暮らせるよう、自助・共助・公助の意識
を啓発するとともに、地域と連携し、暮らしやすいまちづくりを進め
ます。

住民と行政の
役割分担

●地域防災力の強化に取り組むとともに、災害時における的確な
判断に努め、迅速かつ確実な情報提供を行います。

行政

住民
●日頃から、災害時の備蓄や避難所の確認に努めます。また、災害
時は町からの情報に対して、適切な判断に基づいて行動します。

まちづくり
指標

指標名 単位 基準値 中間値 目標値
（2016） （2022） （2027）

自主防災会の
訓練実施率

％ 70.0 90 100

総合防災訓練の
参加者数

人 211 250 300
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日々の暮らしに「潤い」を

1 災害に強いまちを実現する
【主な担当課】総務課、産業管理課

現状と課題
　全国各地で頻発する自然災害を背景に、甚大化する災害から住民
と財産を守る必要があります。本町では「災害に強いまちづくり」を
進めるため、自主防災会との連携を図り、地域の防災力を高めるとと
もに、総合防災訓練を実施しています。また、公共施設を防災拠点と
して活用するとともに、災害に備えた備蓄品を確保し、維持・管理に
取り組んでいます。
　住民のだれもが安心・安全に暮らせるよう、自助・共助・公助の意
識を啓発するとともに、地域と連携し、暮らしやすいまちづくりを進
め、さまざまな災害の発生に備えた体制整備や災害弱者の支援体制
の確立を進める必要があります。また、今後想定される大規模な震
災に備えた対策が求められています。

施策の展開 ○住民の防災意識の向上を図るとともに、災害時の役割分担に向け
た情報共有に努めます。

○自主防災会との連携をさらに強化するとともに、連絡協議会を継
続実施します。また、地域防災計画の充実と公表に努めます。

○自然災害の未然防止のため、ハード整備を推進するとともに、公
共施設を防災拠点として活用するための整備を行います。

① 地域防災の充実

○防災訓練の効果的な実施内容を検討し、充実を図るとともに、地
域ニーズを勘案した総合防災訓練を実施します。

② 防災訓練の実施
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25

33

目標値
（2027）

町内の犯罪発生件数

交通安全啓発回数

件 36 30 25

回 2 2 2

防犯灯のLED化個数

交通安全対策個数注　　

個 0 25 33

重点取り組み 防犯や交通安全に関する取り組みの充実を図り、だれもが安心・安
全に暮らせるまちづくりを進めます。

住民と行政の
役割分担

●防犯意識の向上に取り組むとともに、危険箇所の点検・整備を
行い、安全な道路環境を構築します。

行政

住民
●パトロールの実施により、住民の安全を確保します。また、交通
安全意識の向上に努めます。

まちづくり
指標

指標名 単位 基準値 中間値
（2016） （2022）

個 5 25 50

注…防曇効果のあるカーブミラーの設置個数。

登下校時の見守り活動
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2

現状と課題

  安心・安全、生活基盤

防犯・交通安全を充実する
【主な担当課】 総務課、土木まちづくり課、産業管理課、社会教育課

　複雑かつ深刻化する犯罪の発生件数を減少させるべく、本町では
多くの自主防犯組織が活動しています。また、青色防犯パトロールや
夜間巡回、子どもの見守り、防犯啓発などの防犯活動を行っていま
す。防犯や交通安全に関する取り組みの充実を図り、だれもが安心・
安全に暮らせるまちづくりを進める必要があります。

施策の展開 ○犯罪の発生を未然に防ぐため、防犯に役立つ情報の提供や、防犯
啓発活動を通じて住民の防犯意識の高揚を図ります。

○防犯に関する住民の自主的な活動を促進するとともに、住民、関
係団体、警察との連携を強化します。

① 地域防犯意識の向上

○犯罪被害者等を支援することにより、犯罪被害者等の被害の早期
回復及び軽減を図るとともに、犯罪被害者等を支える地域社会の
形成を図り、安全で安心して暮らすことのできる地域社会の実現
をめざします。

② 犯罪被害者等への支援

○各種媒体における啓発の充実や、学校や職場での活動等により、
交通安全意識の啓発に取り組みます。

○登下校時の通行補助などの児童の安全確保に取り組みます。

③ 交通安全意識の醸成

○地域の安全確保及び事故の発生を未然に防ぐため、防犯灯のLED
化などの環境整備を計画的に行います。

○通学路の危険箇所の点検・整備について、地域の実情に合わせて柔
軟に実施します。

④ 交通安全に対する整備

2
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○地域公共交通として、住民の交通手段の確保等に努めます。

④ 地域公共交通の推進

重点取り組み 町道網の整備を計画的かつ効率的に推進します。

住民と行政の
役割分担

●幹線道路網や生活道路網の整備により、住民の日常生活の利
便性の向上を図ります。

行政

住民
●自治会などが実施する道路のゴミ拾いや除草作業などに参加し
ます。

町道の改良延長 km 6 15 23

まちづくり
指標

指標名 単位 基準値 中間値 目標値
（2016） （2022） （2027）

タクシー利用料金補助券
平均利用率

％ 29.2 35 40

近鉄石見駅周辺のまちづくり（イメージ）
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3 交通体系を充実する
【主な担当課】 土木まちづくり課、産業管理課、総務課、政策推進課

現状と課題

施策の展開 ○周辺地域との円滑な接続による利便性向上のため、国・県道の整
備を関係機関に積極的に要請していきます。

① 国・県道の整備促進

○安全性・利便性の向上を勘案しながら、幹線道路から身近な生活道
路に至るまで、町道網の整備を計画的かつ効率的に推進します。

② 町道の整備・維持管理の推進

○住民の生活利便性向上のため、近鉄石見駅周辺整備を計画的に
行い、にぎわいを町内に波及させます。また、まちづくり包括協定
による駅前周辺のまちづくりを行います。

○近鉄石見駅周辺の整備により駅前放置自転車を削減し、周辺環
境の整備と利便性の向上を図ります。

③ 駅前整備

　道路は、便利で快適な日常生活や活力ある産業活動を支えるとと
もに、人々の交流を促す重要な基盤です。本町では、平成27（2015）
年3月に京奈和自動車道三宅I.Cが開通し、都市計画道路大和郡山
川西三宅線の整備により広域アクセスの向上が進んでいます。その
ため、町内道路網の整備を計画的かつ効率的に進めるとともに、近
鉄石見駅周辺整備や奈良県と協定を締結しているまちづくり包括
協定の推進により、快適で利便性の高い道路交通体系の充実を図
る必要があります。
　また、通院や買い物など、住民の日常生活における利便性のさら
なる向上に向けて、平成25(2013)年度からタクシー利用に対する
助成事業を展開しています。今後も交通手段となる地域公共交通事
業を行い、維持していくことが求められます。
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重点取り組み
だれもが心地よく暮らせるよう、バリアフリーや景観、環境に配慮さ
れた住環境の向上を図ります。

住民と行政の
役割分担

●転入者及び住民が、地域に魅力を感じて住み続けることができ
るよう取り組みを展開し、本町の人口拡大に努めます。

行政

住民

●所有、管理または居住する建物の適正な維持管理に努めます。

まちづくり
指標

指標名 単位 基準値 中間値 目標値
（2016） （2022） （2027）

特定空家等の解消 件 0 2 2

住宅に対する
支援による転入者数

人 18 12 12
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4 住環境を整備する
【主な担当課】 産業管理課、政策推進課

現状と課題

施策の展開 ○既存住宅の適切な維持・管理を進めるとともに、住民の生活の安
定に向けた計画的な町営住宅の整備を検討します。

① 町営住宅の維持・管理

○住宅に対する支援を積極的に行い、移住・定住を促します。

② 移住・定住の促進

○住宅の空き家化の予防に努め、適正管理を促進します。また、老朽
化した空き家への適切な対応を行うとともに、定住者の拡大に向
けた取り組みを進めます。

③ 空き家対策の推進

　住民が、町に愛着を持って住み続けることができるよう、快適で魅
力のある安全で安心なまちづくりを進めるため、本町の特徴を活か
した住環境を形成する必要があります。本町では、平成27(2015)年
度よりUIターン促進事業を展開し、主に若い世代の転入を促すこと
により、定住人口の拡大に努めています。
　また、町営住宅の適切な維持・管理とともに、近年増加傾向にある
空き家への対策が求められています。さらに、だれもが心地よく暮ら
せるまちとなるよう、バリアフリーや景観、環境に配慮された住環境
の整備が必要です。



総

論

基
本
構
想

基
本
計
画

資
料
編

92

重点取り組み
上下水道の適切な維持・管理に努め、磯城郡水道広域化推進協議
会の構成市町村と連携し、安定した水道事業を展開します。

住民と行政の
役割分担

●上下水道の適切な維持・管理に努め、安定した上下水道事業を
展開します。

行政

住民
●貴重な水を大切に使用し、水源を汚さないよう適切な排水に努
めます。

まちづくり
指標

指標名 単位 基準値 中間値 目標値
（2016） （2022） （2027）

更新した水道管の
延長合計

km 0 1.73 5.35

移設・新設した
下水道管の延長合計

km 0 1 2

三宅町のデザインマンホール蓋
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5 上下水道を適切に
維持・管理する

【主な担当課】 上下水道課

施策の展開 ○安心・安全なおいしい水を安定して提供することができるよう、上
水道の適正な維持・管理に努めます。また、健全な水道経営をめざ
し、磯城郡水道広域化推進協議会の構成市町村との連携による
安定した上水道経営の合理化を進めます。

① 上水道の維持・管理

○受益者負担の見直しを計画的に進め、健全な事業経営が可能な
体制構築を実施するとともに、計画的なインフラ施設の長寿命化
を図り、下水道事業の経営基盤の安定化を進めます。

○都市計画道路大和郡山川西三宅線の整備に伴う下水道管の移設
とともに、京奈和自動車道三宅I.C周辺の企業誘致に向けたイン
フラ整備を計画的に進めます。

② 下水道の維持・管理

現状と課題
　水道事業については、少子高齢化による人口減少や節水機器の
普及、節水意識の高揚等により、水道水の使用量は減少傾向となる
ことが想定されます。そのような状況の中で、安心・安全でおいしい
水を安定して提供するとともに、水道関連施設・設備の老朽化に伴
う更新・維持が求められています。また、都市計画道路大和郡山川西
三宅線の道路改良工事に伴う上下水道管の移設や企業誘致に向け
たインフラ整備とともに、耐震化等による施設水準の向上を図る必
要があります。
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○美化活動を継続的に行い、環境と調和した暮らしを推進するとともに、
国や県の施策による取り組みと連携し、地域の環境美化活動の促進を
図ります。

○水質汚濁、大気汚染などの公害に対し、国や県、関係市町村と連携して
未然防止を図ります。

○環境への負荷を減らすための取り組みとして、住民が身近にできる省
資源・省エネルギーへの取り組みの普及促進や啓発を行い、地球温暖
化防止対策を推進します。

○不法投棄を未然に防止するため、パトロールの強化や不法投棄されや
すい場所の把握に努めるとともに、関係機関と連携した不法投棄者に
関する対策を推進します。また、空き地の雑草繁茂や野焼きについても
個別指導を行うなど、防止対策に努めます。

住民と行政の
役割分担

●ゴミに関する意識の向上を図るため、住民に対する情報発信、
啓発活動の充実に努めます。

行政

住民
●ゴミの減量・資源化やその他適正な処理に関する町の施策に協
力します。

まちづくり
指標

指標名 単位 基準値 中間値 目標値
（2016） （2022） （2027）

重点取り組み

新ゴミ処理施設の稼動に伴う分別区分の変更や排出方法の変更
等について、住民への情報提供や分別指導等の周知徹底を行い、
住民や地域、行政が一体となって、資源循環型社会の形成に向け、
ゴミの減量・資源化を推進します。

g ／人日 771 730 713

ｔ／年 1,990 1,852 1,789

ゴミ総排出量原単位注1

ゴミ総排出量注2

資源化率注3
（収集量ベ－ス） ％ 15.2 21 23

注１…ゴミの総排出量を人口と年間日数で除した数値で、１人１日当たりどれだけのゴミを排出するかを表す数値。
注２…収集ゴミ量、直接搬入ゴミ量、集団回収量の合計。
注３…総資源化量（資源化したゴミの量）を総排出量で除した数値。
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6 環境と調和した暮らしを
推進する

【主な担当課】 環境衛生課

施策の展開 ○資源循環型社会の形成に向けて、ゴミの減量・資源化を着実に進
めるとともに、住民や地域、行政などが一体となった取り組みを広
げ、ゴミの減量化を推進します。

○新ゴミ処理施設の稼動に伴う分別区分の変更や排出方法の変更
等について、住民への情報提供や分別指導等の周知徹底を行い、
分別排出マナーの向上を図ります。

○墓地については、引き続き適正な維持管理に努めます。
○ペット類（犬・猫など）の適正飼育を啓発するため、飼い主への正
しい飼い方やしつけを指導するとともに、県の施策による取り組
みと連携・協働し、動物愛護活動の啓発に努めます。また、関係団
体と連携して犬の登録や狂犬病予防注射の徹底を図ります。

① 環境衛生の充実

現状と課題
　住民の環境に対する意識が高まりをみせている中、本町では限り
ある資源を有効に活用する資源循環型社会の形成に向けて、ゴミの
減量化及びリサイクルの推進、廃棄物の適正な処理、再資源化に取
り組んできましたが、ゴミ処理の広域化に伴い、分別区分及び排出
方法が変更となることから、住民への情報提供や分別指導、周知の
徹底を行うことにより、分別排出マナーの向上を図る必要がありま
す。また、環境と調和した暮らしをさらに進めるため、環境への負荷
抑制や環境保全などの活動を全町的に進める必要があります。

○広報誌、ホームページ等を活用した啓発を継続的に行い、環境保
全意識の高揚を図ります。

② 環境の保全
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○町花及び町木の普及に向けた取り組みを継続して進めます。

○消費生活相談窓口を設置し、国民生活センターの認定を受けた相談員
が、住民からの消費生活に関する相談に応じます。

④ 消費者行政

住民と行政の
役割分担

●行政運営への住民の参画機会の拡大に努めます。

行政

住民

●やりがいと責任を持って、まちづくりに積極的に参画します。

重点取り組み 住民と行政の適切な役割分担による協働意識を啓発するととも
に、地域社会の振興を図るための活動に対する支援を進めます。

まちづくり
指標

指標名 単位 基準値 中間値 目標値
（2016） （2022） （2027）

地域活動（自治会活動、
ボランティア活動等）へ
の参加状況注1

住民と行政が協働して
まちづくりに取り組めて
いると思う住民の割合注2

％ 45 50

％ 35 40

注１…平成28（2016）年度実施の三宅町総合計画策定に係るアンケート調査・町民意向調査より。地域の活動（自治
　　　会活動、ボランティア活動等）に「現在参加している」割合。
注２…平成28（2016）年度実施の三宅町総合計画策定に係るアンケート調査・町民意向調査より。住民と行政が協
　　　働してまちづくりに取り組めていると『思う』（「思う」と「まあまあそう思う」の合計）割合。

34.1

20.9

タウンミーティング等
の参加延べ人数 人 120 14064

（2017）
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みんなで創る三宅の「ミライ」

1 協働のまちづくりを推進する
【主な担当課】政策推進課、総務課

○コミュニティ活動の活性化のため、顔の見える関係性を活かし、各
種団体等への活動支援を行います。

③ コミュニティ活動の活性化

現状と課題
　住みよいまちづくりのためには、住民と行政の適切な役割分担の
もと、協働による取り組みを進めることが必要です。コンパクトな町
域を有し、住民と行政が顔の見える関係を築くことができる本町で
は、理想的なかたちでの協働のまちづくりが期待されます。住民と企
業、NPO等の各種団体、行政が情報共有を図りながら、協働のまち
づくりへの参加意識のさらなる向上を図ることが必要です。
　また、消費者を取り巻く環境が大きく変化していることから、消費
者が正しい知識を持って、自立的な消費行動が行えるよう、消費者
行政を推進することが求められています。

施策の展開 ○これからのまちづくりは協働の観点が欠かせないことから、住民
と行政の適切な役割分担による協働意識を啓発します。

① 協働意識の啓発

○タウンミーティング等を定期的に行い、住民との対話の充実を図
ります。また、そのことにより住民ニーズを的確に汲み取り、施策
の充実につなげます。

○住民等と行政の協働の関係づくりのため、情報共有、情報交換の
機会を増やします。

○パブリックコメントやワークショップ等を積極的に行い、事業や計
画の形成過程における公正性や透明性を確保します。

② 対話の充実
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住民と行政の
役割分担

●住民に信頼される職員をめざすとともに、迅速かつ的確な対応
に努めます。

行政

住民

●気軽に役場へ足を運び、意見交換や相談を行います。

まちづくり
指標

指標名 単位 基準値 中間値 目標値
（2016） （2022） （2027）

職員の外部研修
延べ受講者数 人 100 120

61職員１人当たりの
町民数 人 6059

63

重点取り組み
個性豊かな地域づくりをはじめ、人口減少や少子高齢化社会への
対応など、地域特有の課題や複雑多様化する住民ニーズに柔軟に
対応できる行政組織・機構の構築に取り組みます。

三宅町タウンミーティング
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2 行政サービスを充実する
【主な担当課】総務課、政策推進課、住民保険課

現状と課題
　個性豊かな地域づくりをはじめ、人口減少や少子高齢化社会への
対応など、地域特有の課題や複雑多様化する住民ニーズに柔軟に
対応できる、弾力的な行政組織・機構の構築が求められています。ま
た、行政内部の改革とともに、分野横断的な対応が求められているこ
とから、幅広い分野の専門的機関等との連携を強化し、課題解決に
取り組むなど、積極的な取り組みが必要です。さらに、ICTの利活用
を進めつつ、住民の視点に立った、効率的で効果的なサービスの提
供が求められています。

施策の展開 ○定員管理及び給与適正化を実施し、効果的な人員補充や配置を
行うことにより、行政サービスの水準の維持・向上に努めます。

○複雑多様化する住民ニーズに対応するため、横断的で柔軟な機動
性のある組織や機構のあり方を検討します。

① 適切かつ効率的な組織管理

○職員研修による職員のスキルアップを図り、行政サービスの向上
に努めるとともに、５年先、10年先の「三宅町」を創造できる職員
を育てます。

○地方分権の進展に対し、政策形成能力の向上を図るため、多様な
知識、技能を修得した人材の確保に努めます。

○職員が積極的に改革・改善の意識を持って行動し、能力を最大限
発揮できる職場環境や雰囲気づくりを進めます。

③ 職員の資質向上

○マイナンバーカードや電子申請を活用することによって、生活が便
利になることを実感できる行政運営を進めます。

② ICTの活用による事務の効率化
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重点取り組み

安定的な財政運営を行うため、人件費や経常的な経費の縮減に努
めるとともに、計画的な職員の定員管理に努めます。また、総合的か
つ長期的な視点による管理運営・活用・再整備等のマネジメントを
計画的に行い、効率的で適切な施設管理に努めます。

住民と行政の
役割分担

●健全な財政運営を行い、効率化を図ります。

行政

住民

●町が発信する情報に目を通し、町の財政状況に関心を持ちます。

まちづくり
指標

指標名 単位 基準値 中間値 目標値
（2016） （2022） （2027）

経常収支比率※

町税の徴収率

% 90 90 90

% 99.2 99.5 99.5

国民健康保険税の
徴収率 % 98.5 98.598.4
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3 健全な財政運営を行う
【主な担当課】 財政課、総務課、政策推進課、税務課、住民保険課

現状と課題
　人口減少や少子高齢化、住民ニーズの複雑多様化などにより、財
政状況の逼迫が想定される中で、行政課題の克服と財政健全化の
バランスを図るためには、中長期的な展望による安定的な財政運営
を行う必要があります。事業の費用対効果の検証とともに、自主財源
の確保や経常経費の抑制、公共施設の整備・再編など、選択と集中
による持続可能な財政運営が求められます。

施策の展開 ○行財政計画の策定を検討するとともに、計画的な財政の健全化に
努めます。

○町税等の徴収率の向上と滞納整理の強化、町所有売却可能資産
の処分とともに、既存産業の振興や新規産業の誘致・育成により
自主財源の確保に努めます。

○新規債務の抑制に努めるとともに、繰上償還等による公債費負担
の適正化に努めます。

○国や県に対し、税財政制度の改善を要請します。

① 健全な財政運営の推進

○総合的かつ長期的な視点による管理運営・活用・再整備等のマネ
ジメントを計画的に行い、効率的で適切な施設管理に努めます。

③ 公共施設等のマネジメント強化

○本計画に基づき、事業の計画的な実行と適切な評価・検証、改善
に努めます。

○職員数と職員給与等の適正化に努め、職員人件費の適正化を進
めます。

② 行政改革の推進
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住民と行政の
役割分担

●住民ニーズに寄り添った情報発信に努めるとともに、町外に向
けた積極的な情報発信を行います。

行政

住民
●町政情報の活用に努め、地域行事への参加とともに、地域の情
報や町の魅力を積極的に発信します。

まちづくり
指標

指標名 単位 基準値 中間値 目標値
（2016） （2022） （2027）

重点取り組み
住民が必要とする情報をわかりやすく提供し、情報の共有に努めま
す。また、広報誌やホームページ、SNS等を通じた本町の魅力発信
を積極的に進めます。

町ホームページの
平均アクセス数 件／月 1,000 2,000―

町外PRイベントの
参加延べ日数 日 70 8068

タウンプロモーション
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4 情報発信を充実する
【主な担当課】 政策推進課、総務課、財政課

現状と課題
　住民の町政への参画や協働のまちづくりを推進するためには、住
民が必要とする情報をわかりやすく提供し、情報の共有を図ること
が重要です。また、本町への移住・定住を進めるためには、若い世代
にターゲットを絞った戦略的な情報発信を進めるとともに、知って
もらう・来てもらう・住んでもらう“三宅町”になるために、タウンプロ
モーションを推進することが求められます。
　そのため、住民をはじめ、本町に興味を持つ人が容易に情報を入
手することができる環境整備とともに、これまでの紙媒体やホーム
ページに加えてSNS等を活用するなど、時代に即した、多様な情報
発信が必要となります。

施策の展開 ○FacebookなどのSNSを活用した双方向性のある情報発信に取り
組むとともに、広報誌の充実など情報提供方法の多様化を図り、
各世代に対応した適切でわかりやすい情報発信を行います。

① 広報の充実

○情報提供及び情報公開の充実を図るとともに、コンプライアンス
（法令遵守など）の徹底に努めます。
○入札及び契約内容の透明性の確保、公正な競争の促進を図るた
め、入札及び契約の過程並びに契約の内容等に係る情報の公開
に努めます。

② 適切な情報公開の推進

○町内外に向けて、自然・文化財・農産物・産業をツールに積極的な
PR活動を展開し、本町の魅力を発信します。

③ タウンプロモーションの充実



総

論

基
本
構
想

基
本
計
画

資
料
編

104

○さまざまな分野において、他自治体や民間機関等との連携による
相互支援や交流を推進し、行政課題の解決を図ります。

③ その他の広域連携の推進

住民と行政の
役割分担

●複雑多様化している住民ニーズへの傾聴に努め、検討を進めます。

行政

住民

●広域行政についての興味・関心を高め、意見・提案します。

重点取り組み さらなる広域連携を実施し、魅力あるまちづくりを推進します。

まちづくり
指標

指標名 単位 基準値 中間値 目標値
（2016） （2022） （2027）

天理市を中心とする
定住自立圏構想での
連携事業数

広域連携を
行っている事業数

事業 10

23

―

事業 28 33

15
（2019）

他市町村との広域連携
～奈良まほろば館共同PR事業～103
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5 広域行政を進める
【主な担当課】 政策推進課

現状と課題
　情報化の進展や社会環境の変化に伴い、住民ニーズが複雑多様
化していることから、町域を越えた質の高い行政サービスが求めら
れています。
　国においては、新たな地域活性化の取り組みとして「定住自立圏
構想※」の推進を掲げ、本町においても平成27（2015）年３月に天理
市を中心市とする「定住自立圏形成協定」を締結し、平成27（2015）
年９月に天理市、山添村、川西町、三宅町の４市町村による「大和
まほろば広域定住自立圏共生ビジョン」を策定しました。平成28
（2016）年10月には、新たに田原本町も定住自立圏に加入し、連携
はさらに拡大しています。
　さらに、一部事務組合により、医療や教育、環境衛生等の分野にお
ける広域事業を進めるとともに、県と協働で道路橋の点検や補修工
事等を進めています。
　その他にも、大学機関や金融機関・マスメディアをはじめとする民
間機関等と連携し、それぞれの専門的知見を活用した行財政運営を
行うなど、魅力あるまちづくりの推進が求められています。

施策の展開 ○行政サービスの効率化を図るため、一部事務組合による事業を継
続して実施します。

○他市町村との連携を図り、電算システムの共同利用化を進めるな
ど、事業の拡充を推進します。

① 事務事業の連携

○天理市との定住自立圏形成協定を核とする「大和まほろば広域定
住自立圏共生ビジョン」に基づき、教育や産業の振興、生活の利
便性向上などを目的とした広域連携を推進します。

② 定住自立圏形成協定の推進


